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第 33 回建設業経理士検定試験 １級原価計算 

 

〔第１問〕 解答にあたっては、各問とも指定した字数以内（句読点を含む）で記入すること。 

問１ 

建 設 業 で 用 い ら れ る 事 前 原 価 に は 、 原 価 管 理 の 観 点 よ り 

① 見 積 原 価 、 ② 予 算 原 価 、 ③ 標 準 原 価 の ３ つ が 挙 げ ら れ 

る 。 ① は 指 名 獲 得 あ る い は 受 注 活 動 の よ う な 対 外 的 資 料 

の た め の 原 価 で あ り 、 財 務 会 計 機 構 と 有 機 的 に 結 合 す る 

こ と は な い た め 、 一 種 の 原 価 調 査 と い え る 。 ② は 受 注 工 

事 を 確 実 に 採 算 化 す る た め の 内 部 的 な 原 価 で あ り 、 ③ は 

個 々 の 工 事 を 日 常 的 に 管 理 す る た め の 能 率 水 準 と し て の 

原 価 で あ る 。 ② と ③ は 、 予 算 管 理 制 度 あ る い は 原 価 管 理 

制 度 と し て シ ス テ ム 化 さ れ る こ と が 有 効 で あ る か ら 、 一 

般 的 に は 、 原 価 計 算 制 度 た る 原 価 概 念 と し て 機 能 す る 。 

 

問２ 

工 事 間 接 費 の 配 賦 に 予 定 配 賦 法 を 用 い る 意 義 と し て 、 計 

算 の 迅 速 化 と 配 賦 の 正 常 性 の 二 つ が あ る 。 工 事 間 接 費 の 

実 際 発 生 額 を 配 賦 す る 実 際 配 賦 法 に よ れ ば 、 期 間 で の 実 

際 工 事 間 接 費 額 が 確 定 し な け れ ば 配 賦 作 業 を 実 施 で き ず 

、 配 賦 計 算 が 遅 延 す る こ と に な る 。 ま た 、 工 事 間 接 費 に 

は 操 業 度 の 変 動 に ほ と ん ど 影 響 さ れ る こ と が な い 固 定 費 

が 多 く 含 ま れ て い る こ と か ら 、 実 際 配 賦 法 に よ る と 工 事 

繁 忙 期 に は そ の 配 賦 額 が 少 額 と な り 、 工 事 閑 散 期 に は そ 

の 配 賦 額 が 多 額 に な る と い う 欠 陥 が あ る 。 予 定 配 賦 法 を 

用 い る こ と で 、 こ れ ら 実 際 配 賦 法 の 欠 陥 を 克 服 で き る 。 
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〔第２問〕 

記号（ア～ス） 

１ ２ ３ ４ ５ 

ウ ア サ キ ス 

 

 

 

〔第３問〕 

問１ 直接配賦法 ￥ 413,400  

    

問２ 階梯式配賦法 ￥ 407,268  

    

問３ 相互配賦法-連立方程式法 ￥ 411,120  

 

 

 

〔第４問〕 

問１ 当月の差額原価  37,500 円  代替案 ２ （１または２） 

        

問２ 当月の差額原価  331,500 円  代替案 １ （ 同 上 ） 

        

問３ 当月の差額原価  147,000 円  代替案 １ （ 同 上 ） 

        

問４ 当月の差額利益  53,000 円  代替案 ２ （ 同 上 ） 
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〔第５問〕 

問１ 

 完成工事原価報告書  

 
自 20×1年10月１日 

至 20×1年10月31日 
 

 Ｘ建設工業株式会社 

 （単位：円） 

  Ⅰ．材料費    1,900,500   

  Ⅱ．労務費    296,000   

  Ⅲ．外注費    1,093,800   

  Ⅳ．経 費    997,840   

  （うち人件費 652,840 ）   

 完成工事原価    4,288,140   

 

問２ 

￥ 2,171,200 

 

問３ 

① 運搬車両部門費予算差異 ￥ 8,600 記号（ＡまたはＢ） Ａ 

      

② 運搬車両部門費操業度差異 ￥ 2,400 記号（ 同 上 ） Ａ 
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１級 原価計算 解説 

〔第１問〕解答参照 

 

〔第２問〕 

品質適合コスト 

予防コスト：建 物 設 計 改 善 費 12,900万円－12,100万円＝(+)800万円 

品質保証教育訓練費  2,300万円－ 1,700万円＝(+)600万円 

評価コスト：購入資材受入検査費  5,000万円－ 4,400万円＝(+)600万円 

建造物自主検査費  6,200万円－ 6,000万円＝(+)200万円 

品質不適合コスト 

内部失敗コスト：手 直 費 3,200万円－3,300万円＝(-) 100万円 

外部失敗コスト：苦情処理費 8,100万円－9,900万円＝(-)1,800万円 

損害賠償費 3,200万円－4,100万円＝(-) 900万円 

訴 訟 費 7,200万円－7,800万円＝(-) 600万円 

 

〔第３問〕 

問１ 直接配賦法 

 部 門 費 配 賦 表 （単位：円） 

摘  要 合  計 
施 工 部 門 補  助  部  門 

第１部門 第２部門 運搬部門 修繕部門 経営管理部門 

部 門 費 2,020,800 610,000 590,000 288,000 342,000 190,800 

運搬部門費  128,000 160,000    

修繕部門費  190,000 152,000    

経営管理部門費  95,400 95,400    

施工部門費 2,020,800 1,023,400 997,400    

  

〈第１部門への配賦額〉 
  

運 搬 部 門 費： 
288,000円 

×40％＝ 128,000円 
40％＋50％ 

修 繕 部 門 費： 
342,000円 

×50％＝ 190,000円 
50％＋40％ 

経営管理部門費： 
190,800円 

×30％＝  95,400円 
30％＋30％ 

   413,400円 

 

問２ 階梯式配賦法 

問いの指示により、配賦の順序は経営管理部門、修繕部門、運搬部門とする。なお、判断基準により順位

付けすると下記のとおりとなる。 

第１判断基準（他の補助部門への用役提供件数） 第２判断基準（部門費の金額） 

運 搬 部 門：１件（修繕部門へ） 運搬部門：288,000円  第３位 

修 繕 部 門：１件（運搬部門へ） 修繕部門：342,000円  第２位 

経営管理部門：２件（運搬部門と修繕部門へ） 第１位 

1,400万円増加 

800万円増加 

3,400万円減少 
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 部 門 費 配 賦 表 （単位：円） 

摘  要 合  計 
施 工 部 門 補  助  部  門 

第１部門 第２部門 運搬部門 修繕部門 経営管理部門 

部 門 費 2,020,800 610,000 590,000 288,000 342,000 190,800 

経営管理部門費  57,240 57,240 57,240 19,080 190,800 

修 繕 部 門 費  180,540 144,432 36,108 361,080  

運 搬 部 門 費  169,488 211,860 381,348   

施 工 部 門 費 2,020,800 1,017,268 1,003,532    

  

〈第１部門への配賦額〉 
  

経営管理部門費： 190,800円×30％＝  57,240円 

修 繕 部 門 費： (342,000円＋19,080円)×50％＝  180,540円 

運 搬 部 門 費： 
288,000円＋57,240円＋36,108円 

×40％＝ 169,488円 
40％＋50％ 

   407,268円 

 

問３ 相互配賦法 – 連立方程式法 

 部 門 費 配 賦 表 （単位：円） 

摘  要 合  計 
施 工 部 門 補  助  部  門 

第１部門 第２部門 運搬部門 修繕部門 経営管理部門 

部 門 費 2,020,800 610,000 590,000 288,000 342,000 190,800 

運搬部門費  0.4Ｘ 0.5Ｘ ― 0.1Ｘ ― 

修繕部門費  0.5Ｙ 0.4Ｙ 0.1Ｙ ― ― 

経営管理部門費  0.3Ｚ 0.3Ｚ 0.3Ｚ 0.1Ｚ ― 

施工部門費 2,020,800   Ｘ Ｙ Ｚ 

  

（連立方程式） 
  

Ｘ＝288,000＋0.1Ｙ＋0.3Ｚ 

Ｙ＝342,000＋0.1Ｘ＋0.1Ｚ 

Ｚ＝190,800 

  

これを解いて、Ｘ＝385,200、Ｙ＝399,600、Ｚ＝190,800 

  

〈第１部門への配賦額〉 

385,200円×0.4＋399,600円×0.5＋190,800円×0.3＝411,120円 

 

＝ ＝ ＝ 
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〔第４問〕 

問１ 材料の保有在庫が無い場合 

各代替案はどちらも合計750個を販売し、Ａ部品およびＢ部品の販売単価はどちらも5,000円/個であるため、

両代替案の売上高は無関連収益となる。材料は必要量だけ新たに購入するため、当月の材料購入額を関連原

価として比較しどちらが有利か判断する。 

代替案１の関連原価：1,900円/個×500個＋2,050円/個×250個＝1,462,500円 

代替案２の関連原価：1,900円/個×750個＝1,425,000円 

当 月 の 差 額 原 価：1,462,500円－1,425,000円＝(+)37,500円 

よって、代替案２の方が37,500円有利である。 

 

問２ 材料の保有在庫がある場合 

すでに保有している材料の原価は、過去原価であり無関連原価である。当月の部品製造に必要な材料のう

ち、保有在庫を除いた当月材料購入額を比較してどちらが有利か判断する。 

代替案１の関連原価：1,900円/個×280個※１＋2,050円/個×70個※２＝675,500円 

代替案２の関連原価：1,900円/個×530個※３＝1,007,000円 

当 月 の 差 額 原 価：675,500円－1,007,000円＝(-)331,500円 

よって、代替案１の方が331,500円有利である。 

※１ 500個－220個＝280個 

※２ 250個－180個＝ 70個 

※３ 750個－220個＝530個 

 

問３ 材料の保有在庫があり、かつ、材料の 低保有量がある場合① 

両材料とも 低量を保有するという方針であり、当月末時点の材料を 低量とするため、材料ａはＡ部品

160個製造分、材料ｂはＢ部品90個製造分を、部品製造用の材料とは別に購入しなければならない。 

代替案１の関連原価：1,900円/個×(280個＋160個)＋2,050円/個×(70個＋90個)＝1,164,000円 

代替案２の関連原価：1,900円/個×(530個＋160個)＝1,311,000円 

当 月 の 差 額 原 価：1,164,000円－1,311,000円＝(-)147,000円 

よって、代替案１の方が147,000円有利である。 

 

問４ 材料の保有在庫があり、かつ、材料の 低保有量がある場合② 

代替案１の差額収益：5,300円/個×500個＋4,500円/個×250個＝3,775,000円 

差額原価：1,164,000円（問３と同じ） 

差額利益：3,775,000円－1,164,000円＝2,611,000円 

代替案２の差額収益：5,300円/個×750個＝3,975,000円 

差額原価：1,311,000円（問３と同じ） 

差額利益：3,975,000円－1,311,000円＝2,664,000円 

当 月 の 差 額 利 益：2,611,000円－2,664,000円＝(-)53,000円 

よって、代替案２の方が53,000円有利である。 
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〔第５問〕 

１．材料費 

(1) 甲材料費 
  

 

  

(2) 乙材料費 

032工事：43,700円－14,600円＝29,100円 

053工事：月初未成工事原価から10,600円を控除 

101工事：39,700円 

102工事：42,900円－29,100円＝13,800円 

  

２．労務費 

032工事：＠2,600円×13時間＝ 33,800円 

053工事：＠2,600円×25時間＝ 65,000円 

101工事：＠2,600円×42時間＝109,200円 

102工事：＠2,600円×16時間＝ 41,600円 

  

３．外注費 

(1) 一般外注費 

資料５の一般外注の金額をそのまま集計する。 
  

(2) 労務外注費 

資料５の労務外注の金額をそのまま集計する。 

  

４．経 費 

(1) 直接経費 

労務管理費および雑費他の合計額を計上する。 

032工事：48,900円＋22,100円＝ 71,000円 

053工事：85,400円＋30,200円＝115,600円 

101工事：87,000円＋42,500円＝129,500円 

102工事：40,100円＋21,100円＝ 61,200円 

  

25日（102工事） 

40個 

20個 

15日（101工事） 

10個 

70個－戻り10個 

１日 前月繰越 

＠10,000円 

50個 

＠12,000円 

30個 

５日 購入 

＠14,000円 

100個 

８日（053工事） 

50個 

 

20個 

053工事：＠10,000円×50個＋＠12,000円×20個＝740,000円 

102工事：＠14,000円×40個＋＠15,000円×20個＝860,000円 

101工事：＠12,000円×10個＋＠14,000円×(70個－10個) 

＝960,000円

18日 購入 

＠15,000円 

50個 
月末在庫 30個 
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(2) 人件費 

従業員給料手当、法定福利費、福利厚生費およびＱ氏の役員報酬額の合計額を計上する。 
  

Ｑ氏の役員報酬額：032工事；
716,800円 

×20時間×1.2＝ 76,800円 
120時間×1.2＋80時間×1.0 

053工事； 〃 ×30時間×1.2＝115,200円 

101工事； 〃 ×40時間×1.2＝153,600円 

102工事； 〃 ×30時間×1.2＝115,200円 
  

032工事： 66,700円＋ 7,100円＋ 7,400円＋ 76,800円＝158,000円 

053工事：109,700円＋13,300円＋21,000円＋115,200円＝259,200円 

101工事：107,200円＋17,200円＋31,700円＋153,600円＝309,700円 

102工事： 49,000円＋ 6,770円＋ 9,170円＋115,200円＝180,140円 

  

(3) 運搬車両部門費 
  

予定配賦率： 変動費率＠400円＋ 
1,080,000円 

(＝固定費率＠900円)＝＠1,300円 
1,200時間 

  

032工事：＠1,300円×13時間＝16,900円 

053工事：＠1,300円×25時間＝32,500円 

101工事：＠1,300円×42時間＝54,600円 

102工事：＠1,300円×16時間＝20,800円 

 

 工 事 原 価 計 算 表 

 20×1年10月１日～20×1年10月30日 （単位：円） 

 032工事 053工事 101工事 102工事 合  計 

月初未成工事原価 534,800 ※ 202,700 ―― ―― 737,500 

当月発生工事原価      

１．材料費      

(1) 甲材料費 ―― 740,000 960,000 860,000 2,560,000 

(2) 乙材料費 29,100 ―― 39,700 13,800 82,600 

材料費計 29,100 740,000 999,700 873,800 2,642,600 

２．労務費 33,800 65,000 109,200 41,600 249,600 

３．外注費      

(1) 一般外注費 76,600 108,500 279,000 92,000 556,100 

(2) 労務外注費 166,200 228,800 289,500 179,900 864,400 

外注費計 242,800 337,300 568,500 271,900 1,420,500 

４．経 費      

(1) 直 接 経 費 71,000 115,600 129,500 61,200 377,300 

(2) 人 件 費 158,000 259,200 309,700 180,140 907,040 

(3) 運搬車両部門費 16,900 32,500 54,600 20,800 124,800 

経 費 計 245,900 407,300 493,800 262,140 1,409,140 

当月完成工事原価 1,086,400 1,752,300 ―― 1,449,440 4,288,140 

月末未成工事原価 ―― ―― 2,171,200 ―― 2,171,200 

※ 乙材料の仮設工事完了時評価額を控除する。213,300円－10,600円＝202,700円 
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問１ 完成工事原価報告書の作成 

当月に完成した032工事、053工事および102工事の工事原価を費目ごとに集計する（単位：円）。 

 
032工事 053工事 102工事 

合 計 
月 初 当 月 月 初 当 月 当 月 

材 料 費 192,000 29,100 ※ 65,600 740,000 873,800 1,900,500 

労 務 費 111,800 33,800 43,800 65,000 41,600 296,000 

外 注 費 177,500 242,800 64,300 337,300 271,900 1,093,800 

経 費 53,500 245,900 29,000 407,300 262,140 997,840 

(うち人件費) (38,600) (158,000) (16,900) (259,200) (180,140) (652,840) 

合   計 534,800 551,600 202,700 1,549,600 1,449,440 4,288,140 

※ 乙材料の仮設工事完了時評価額を控除する。76,200円－10,600円＝65,600円 

 

問２ 未成工事支出金勘定の残高 

工事原価計算表の101工事原価：2,171,200円 

 

問３ 配賦差異の当月末の勘定残高 

① 運搬車両部門費予算差異 

当月の予算差異：＠400円×96時間＋1,080,000円÷12か月－135,500円＝(-)7,100円（借方） 

 予算許容額 128,400円 実際 

予算差異の勘定残高：(-)1,500円＋(-)7,100円＝(-)8,600円（借方残高：Ａ） 
  

② 運搬車両部門費操業度差異 

当月の操業度差異：＠900円×(96時間－1,200時間÷12か月)＝(-)3,600円（借方） 

 実際 基準 100時間 

操業度差異の勘定残高：(+)1,200円＋(-)3,600円＝(-)2,400円（借方残高：Ａ） 
  

 

 

＠400円 

＠900円 

実際発生額 135,500円 

基準 

100時間 

実際 

96時間 

月間固定費予算 90,000円 

（＝1,080,000円÷12か月） 

予算差異 △7,100円 

操業度差異 △3,600円 

予定配賦額 

124,800円 
予定配賦率 ＠1,300円 

Ｌ労務作業時間 

予算許容額 128,400円 

運搬車両部門費 
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今回の問題は特にひねったものもなく、平易なレベルの問題でした。全体として十分に合格点の取れ

る問題であったと思います。 
 
第１問は、問１、問２ともに 250 文字以内の論述問題でした。問１は「建設業で用いられる事前原価

の種類」の説明について、見積原価、予算原価、標準原価の三つの内容を解答すればよい問題でした。問

２は「工事間接費の配賦に予定配賦率を用いることの二つの意義」についての説明でした。こちらは、計

算の迅速性と配賦の正常性について整理して解答すればよい問題でした。 
 
第２問は、品質コストに関する問題でした。各費目を予防原価、評価原価、失敗原価に分類できれば、

用語の選択や計算は容易であったかと思います。 
 
第３問は、部門別原価計算の第２次集計の問題でした。本問では３つの配賦方法による第２次集計を

解答しますが、第１部門に対する補助部門からの配賦額のみ求められており、計算ボリュームはそこま

で重くないため、満点を狙いたい問題です。 
 
第４問は、業務的意思決定の問題でした。２種類の材料からそれぞれ部品を製造しますが、問３まで

は、どちらの代替案を採用しても売上収入は変わらないため、材料のみ関連原価として計算すれば良い

問題でした。いずれも、引当材料の場合と 低在庫を考慮した場合に注意して解答する必要があります。 
 
第５問は標準的な総合問題（完成工事原価報告書の作成、未成工事支出金の金額および配賦差異の当

月末の勘定残高）でした。過去にも繰り返し出題されている問題です。甲材料の計算については、出庫の

取り消しがある等一部注意が必要ですが、各費目別計算に複雑なものはなく、計算ミスさえなければ満

点を狙える問題です。 
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